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 光辻克馬がこのたび提出した「脱植民地化と主権国家性：極小国家独立をめぐる国際連合

における議論の研究」と題する学位申請論文は６章からなり、A4 用紙で約 200 ページの分量

である。本論文は、20 世紀に入って「民族自決」原則の浸透から「植民地独立付与宣言」の

採択にいたる過程で、主権国家の資格の認定に「革命」が起こったという近年の通説を批判

的に検討し、自立可能性がないとされた極小国家までもが単独独立できるようになった経緯

を、1950 年代から 60 年代にかけての国際連合における脱植民地化をめぐる議論を丹念に追

うことによって、実際にはどのような国際規範に変化が生じたのかを明らかにしようとする

ものである。 

 第１章「1960 年の近代国際体系の変動」では、1960 年を境にして、それ以前は極小従属

領域は他の主権国家と連合するか、極小従属領域どうしが統合して大きな単位になって脱植

民地化を達成していたのに対し、それ以降は、極小従属領域が相次いで単独独立するように

なった現象を指摘した上で、それが、1960 年の国連総会決議「植民地独立付与宣言」によっ

てもたらされたという通説によって説明できるものではなく、実は国際規範が二重に変更し

たという仮説を提示する。 

 第 2 章「信託統治目標達成問題：1951−1959」では、国連信託統治対象地域が脱植民地化

できるための目標達成をめぐる国連における議論の焦点について 1950 年代を通じて分析す

る。その結果、一方では脱植民地化はできるだけ速やかに実現すべきであるという了解が成

立したものの、他方では、主権国家は自立可能であることも了解されていたことを指摘する。

すなわち、自立可能性を欠く極小従属領域の単独独立は想定されていなかったのである。 

 第 3 章「極小領域西サモアはいかにして脱植民地化したか：1953−1962」では、ニュージ

ーランドの施政下にある信託統治領の西サモアが、人口 10 万人程度であり、脱植民地化の議

論では単独独立が全く考慮されていなかったのに対し、脱植民地化の最終段階で、西サモア

代表が単独独立の希望を表明し、結局そのとおりになった経緯を詳細に分析する。 

 第 4 章「極小領域問題から見た 1960 年」では、この年に採択された「植民地独立付与宣

言」と従属領域如何を判断するための「情報提出義務指針」とを取り上げ、脱植民地化と独

立付与とが同一視されていない点に注目し、前者への圧倒的支持は、従属領域の単独独立を

促す意図ではなく、脱植民地化の文脈からであることを明らかにする。 

 第 5 章「付与宣言履行問題と極小領域：1961−1967」では、付与宣言を受けて新たに設立

された宣言履行委員会の活動を分析することを通じて、カリブ海域の極小従属領域の脱植民

地化に関しては、隣接諸領域の連合による独立が想定されていたことを明らかにして、1960

年代に入っても、極小従属領域に対する単独での独立付与が規範化されていなかったことを

指摘する。 

 第 6 章「1960 年代の国際体系の変動はいかにして起こったか」は、結論に相当する章であ



り、第 2 章から第 5 章までの分析を総合して、国際規範の変化の実態をまとまる。すなわち、

1950 年代において、脱植民地化では従属領域の民族の希望を尊重するべきであることが共通

了解として成立したものの極小従属領域の民族は単独独立を希望するとは想定されていなか

ったこと、しかしながら自立可能性が疑わしくても単独独立を希望した場合には、それを受

け入れる例ができたことが指摘される。そして 1960 年の植民地独立付与宣言の採択にあた

っては、アフリカを中心とする通常規模の従属領域の脱植民地化イコール独立が主要な課題

であり、極小従属領域の扱いには関心が払われていなかったこと、しかしながら極小従属領

域の民族に対して単独独立を促す原則を打ち立ててしまったことが指摘される。その結果、

1960 年代以降、極小従属領域の脱植民地化は単独独立が主流になったことが指摘される。 

 このように、本論文は、国際連合における従属領域施政国、非施政国、反植民地主義国な

どの議論を詳細に検討することによって、実際には、反植民地主義国でさえ通常規模の従属

領域の独立付与を主張していただけで、極小従属領域の独立を想定していなかったことを明

らかにした。そして、極小従属領域が独立することの了解は、通常規模の領域の独立に関す

る了解と民族の意向を尊重するという了解というふたつの了解から事後的に生まれたスピル

オーバーであると結論づける。 

 このような内容からなる本論文は、主権国家性をめぐる了解が反植民地主義の興隆により

促されて 1960 年前後に革命的に変化し、極小国家の独立を引き起こしたという従来の通説

に対して、詳細な分析を通じて実証面から修正を迫る力作である。とくに、主権国家性とい

う国際社会における最も基本的な規範とそれについての了解が形成されるダイナミズムの詳

細な実証分析は、国際秩序論や国際体系史の書き直しを迫るものであり、高く評価できる。

また、従来は帝国史研究として施政国と従属領域との関係として扱われることの多かった脱

植民地化をめぐって、国際連合という公開のフォーラムにおける議論から国際規範の問題を

論じるという新しい研究領域を開拓した点も高く評価できる。 

 他方で、改善すべき点がないわけではない。まず、本論文の結論を先行研究との関係でど

のように位置づけるべきかについて、第 1 章での先行研究の整理・批判に応える形で、第 6

章を整理した方が分かりやすかったとの指摘がなされた。また、自立可能性の意味をめぐっ

て、当時実際に共有されていた認識と論理的帰結とのずれについて、もっと踏み込んだ議論

ができたのではないかとの指摘がなされた。さらに、本論文が扱っている時期に民族自決が

権利になったという国際法の捉え方との関連を明示的に打ち出してもよかったとの指摘がな

された。もっとも、このような指摘は、学界に対して大きな貢献となる本論文の学術的価値

を損なうものではない。したがって、本審査委員会は博士（学術）の学位を授与するにふさ

わしいものと認定する。 


